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概　要

　信頼は協働型ネットワークの過程および成果
の向上に必要不可欠であるが、協働型ネット
ワークにおける信頼についての研究は十分に行
われていない。そこで、本稿は、協働型ネット
ワークに参加している組織間の信頼に影響を与
える要因を明らかにすることを目的とし、ネッ
トワーク理論に基づき導出した仮説の検証を
行った。その結果、直接の相互作用、協働型ネッ
トワークの目的への賛同、参加期間の 3つの要
因が、参加組織間の二者間信頼に影響を与える
ことが明らかになった。直接の相互作用が継続
的に行われるためには、人・時間・労力等の資
源を投入する必要がある。また、協働型ネット
ワークの目的への賛同を得るためには、人・時
間・労力等を投入して目的のすり合わせを行う
必要がある。そして、協働型ネットワークに長
い期間参加している組織間で二者間信頼が形成
されることは、二者間信頼の形成が一朝一夕に
できないことを意味している。よって、本稿の
結果は、参加組織間の二者間信頼の形成は難し
く時間がかかることを示している。しかし同時
に、本稿の結果は、組織タイプや組織サイズと
いった参加組織間の相違が、二者間信頼の形成
を必ずしも阻害しないことを示している。従っ
て、協働型ネットワークに参加している組織間
の信頼形成は難しく時間がかかるが、組織間の
相違を乗り越えて信頼を形成することは不可能
ではないといえるであろう。

「信頼は社会システムの重要な潤滑油である。
それが社会システムの効率を高めることはたい
へんなものであって、他の人々の言葉に十分に
依存できるとするならば、さまざまの面倒な問
題が取り除かれる」（Arrow 1974＝ 1999：16）

1．はじめに

　信頼は、政治、経済、社会といった様々な
領域の活動に利益をもたらす（Coleman 1990
＝ 2004, 2006；Fukuyama 1995＝ 1996；Putnam 
1993＝ 2001）。本稿の研究対象である公共政策
の実施や公共サービスの供給を行う協働型ネッ
トワーク（collaborative network）1も例外では
ない。例えば、信頼は、協働型ネットワークに
参加している組織間の協力・調整 2を促進する。
異なる分野の主体が参加する協働型ネットワー
クでは、目的・戦略・認知枠組み等の相違によ
る協力・調整の問題が生じるが、「組織が相手
に対して約束に違反してでも自己利益のみを追
求する行動をできる機会やインセンティブがあ
る場合ですら、そうせずに、相互に依存と予測
が可能でありかつ公平な仕方で行動するだろう
という安定した期待」（若林 2006：22）である
組織間信頼が存在する場合には、相手が機会主
義的な行動をとる懸念が軽減されるので、合意
した目的の達成にコミットして資源を投入する
ことが可能になり（＝協力）、また、暗黙知を
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1  協働型ネットワークは、「行政が単独では供給できず、また、市場を通じても十分に供給されない公共財・公共サービス・公共価値を
供給するために、行政組織・非営利組織・営利組織が結合した集合体」（Isett et al. 2011：i158）と定義されている。

2  協力と調整は、それぞれ、「貢献と利益についての共通認識に合致する方法で、合意した目的の達成に向けて共に従事すること」（Gulati 
et al. 2012：533）と「合意した目的の達成に向けて、計画的に秩序立てて行動をすり合わせること」（Gulati et al. 2012：537）である。
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説を提示する。第 3節では仮説を検証するため
の研究方法を説明し、続く節では結果を提示す
る。最後の第 5節では結果の考察と結論の提示
を行う。

2．先行研究の検討および仮説の提示

2. 1　先行研究の検討

　協働型ネットワークに参加している組織間の
信頼に影響を与える要因については十分に研究
されていないが、限られた先行研究は、一般的
信頼（generalized trust）3と二者間信頼（dyadic 
trust）4に関する研究に大別することができる。
　一般的信頼に関する研究の例としては、
Berardo（2009）が、協働型ネットワークに参
加している組織の一般的信頼の程度を測定し、
多くの組織間のコミュニケーションを媒介して
いるほど、また、コミュニケーションの相手同
士が密に結合しているほど、参加組織全般に対
する信頼の程度が高くなることを明らかにして
いる。また、協働型ネットワークに参加してい
る組織は、参加組織全般に対する認知的信頼
（cognition-based trust）5が高いほど、ネットワー
クの成果が高いと認識し、そして、参加組織全
般に対する認知的信頼の程度は、協働型ネット
ワークの柔軟性および参加組織数の影響を受
けると指摘されている（Willem and Lucidarme 
2014）。
　しかし、組織はすべての組織と信頼を形成す
るわけではなく、相手により信頼の程度が異な
ることを踏まえると（Larson 1992；Uzzi 1996, 
1997）、協働型ネットワークに参加している組
織間の信頼の程度にもバラツキがあることが
想定される。したがって、参加組織の一般的
信頼よりも、特定の組織との二者間信頼を検
討することで、協働型ネットワークにおける
信頼をより詳しく理解することが可能になる。
二者間信頼に関する研究の例としては、Lee et 
al.（2012）が、信頼する側の組織特性（信頼し

含む詳細な情報・知識の共有や相互学習が促進
されるので、相手の意図や行動を理解して計画
や行動をすり合わせることが可能になる（＝調
整）のである（Larson 1992；Uzzi 1996, 1997；
若林 2006）。
　Klijn et al.（2010）は、公共問題の解決にか
かわるネットワークにおける信頼の効果とし
て、取引費用の低減、協力の強化、情報共有や
相互学習の促進、問題解決に貢献するイノベー
ションの促進の 4点を提示し、信頼がネット
ワークの過程および成果の向上に貢献すること
を明らかにしている。さらに、信頼による成果
の向上は、北欧、南欧、アジアといった文化的
に異なる国々において確認されている（Klijn et 
al. 2016）。このような効果をもつ信頼は、協働
型ネットワークの「必須条件」（Emerson et al. 
2012：13）であり、「（利害関係者間の）これま
での関係が険悪な場合、政策決定者あるいは利
害関係者は、関係を改善して信頼を形成する時
間を確保すべきである。そのための時間や労力
が十分に確保できない場合には、協働を行うべ
きではない」（Ansell and Gash 2008：559）とさ
え論じられている。
　しかしながら、実際には多くの場合に、目
的の不一致やパワーの格差等の理由から、協
働型ネットワークに参加している組織間では
信頼が欠如し、不信が蔓延しているのである
（Huxham and Vangen 2005）。それでは、参加組
織間の信頼形成をどのように行えばよいのであ
ろうか。残念ながら、協働型ネットワークにお
ける信頼についての研究は十分に行われていな
い（Edelenbos and Klijn 2007；Klijn et al. 2010；
Oomsels and Bouckaert 2014）。そこで、本稿は、
協働型ネットワークに参加している組織間の信
頼に影響を与える要因を明らかにすることを目
的とする。参加組織間の信頼形成をどのように
行うかを明らかにするためにも、まずは組織間
信頼に影響を与える要因を理解しておく必要が
あるだろう。以下、本稿は次のように構成され
ている。次節では、協働型ネットワークにおけ
る信頼に関する先行研究を検討し、そして、仮

3  例えば、Berardo（2009：179）は、一般的信頼を「集団のメンバーが義務を果たすという期待を中心とする集団に対する態度」と説明
している。つまり、ここでの一般的信頼は、集団の特定のメンバーではなくメンバー全般に対する信頼という点で一般的なのであり、
不特定の他者一般に対する信頼という意味での一般的信頼（Kramer 1999）よりも範囲の狭いものである。

4  二者間信頼は特定の行為者間、つまり、信頼する側と信頼される側という特定の二者間での信頼である（Mayer et al. 1995）
5  認知的信頼とは、相手の業績や評判といった何らかの根拠に基づいて形成される信頼である（McAllister 1995）。
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2. 2　仮説の提示

　本稿では、協働型ネットワークに参加してい
るすべての組織間の二者間信頼という行為者間
の関係について検討するので、行為者間の関係
についての有力なアプローチであるネットワー
ク理論および社会ネットワーク分析に依拠して
議論を進める。
　社会ネットワーク分析は、「さまざまな『関
係』のパターンをネットワークとしてとらえ、
その構造を記述・分析する方法」（安田 1997：2）
であり、その最大の特徴は、行為者間の繋がり
あるいは繋がりのパターンに着目する点である
（Brass et al. 2004；Wasserman and Faust 1994）。
ネットワークはノード（node）と紐帯（tie）に
より構成され、ノードは、個人、組織、国等を
表わし、紐帯は、友人関係、資源依存関係、同
盟関係等のノード間の継続的な繋がりを表わす
（Brass et al. 2004；Wasserman and Faust 1994）。
つまり、ノードと紐帯は、研究目的に応じて決
定され、本稿の場合では、ノードは協働型ネッ
トワークに参加している組織、紐帯は二者間信
頼ということになる。
　ノードと紐帯からなるネットワークについて
の理論がネットワーク理論であり、ネットワー
クを独立変数として用いるネットワークによる
理論（network theory）とネットワークを従属
変数として用いるネットワークについての理論
（theory of networks）に大別される（Borgatti and 
Halgin 2011; Borgatti and Lopez-Kidwell 2011）。
本稿では、協働型ネットワークに参加している
組織間の二者間信頼に影響を与える要因を検討
するので、つまり、協働型ネットワークに参加
している組織というノード間における二者間
信頼という紐帯の有無を検討するので、ネッ
トワークについての理論に基づくことになる。
ネットワークについての理論は、ネットワーク
による理論に比べて未発達であるが、紐帯形成
メカニズムとして、Rivera et al.（2010）は、選
択的メカニズム（assortative mechanism）、関係
的メカニズム（relational mechanism）、近接性

やすい性向をもつこと）、信頼される側の組織
特性（評判がよいこと、重要性が高いこと、行
政や非営利といった組織タイプ）、そして、信
頼する側とされる側の二者間の関係性（複数の
関係で繋がっていること）の 3つの要因が、二
者間信頼の形成に影響を与えることを明らかに
している。また、個人間の二者間信頼の分析
ではあるが、Lambright et al.（2010）は、ワー
クショップの参加者間の信頼について調査し、
Lee et al.（2012）と同様の 3つの要因が二者間
信頼の形成に影響を与えること、さらにそれら
の要因に加えて、信頼できる第三者の媒介によ
り二者間信頼の形成が促進されることを明らか
にしている。
　しかし、上記の二者間信頼に関する研究に問
題がないわけではない。協働型ネットワークに
参加している組織間の信頼を理解するために
は、当然のことながら、参加組織を明確にした
うえで、その参加組織間の信頼を分析する必要
がある。つまり、ネットワークの境界を明確に
して境界内の組織のデータを収集・分析する必
要があり、さもないと、関係のあり方や形成過
程の理解が不正確になるという問題が生じる
（Laumann et al. 1983）。上記の二者間信頼に関
する研究では、Lee et al.（2012）は、協働型ネッ
トワークに参加している 38組織のうち、特定
のプロジェクトに参加している 23組織のみか
らデータを収集しており、また、Lambright et 
al.（2010）は、ネットワークの境界を明確にし
ないまま、特定のワークショップの参加者から
データを収集している。
　以上の先行研究の検討を踏まえて、本稿では、
協働型ネットワークを 1つの集団として捉えて
ネットワークの境界を明確にしている一般的信
頼に関する研究の長所、および、組織間の信頼
の程度のバラツキを捉えて信頼をより詳しく理
解することができる二者間信頼に関する研究の
長所を組み合わせて 6、協働型ネットワークに
参加しているすべての組織間の二者間信頼を対
象にし、その信頼関係に影響を与える要因の検
討を行うことにする。

6  本稿では方法論上の観点から、一般的信頼と二者間信頼の研究の統合を試みている。ただし、内容面での統合は行っていない。つまり、
参加組織全般に対する信頼である一般的信頼が、特定の組織間の信頼である二者間信頼に与える影響、および、二者間信頼が、一般的
信頼に与える影響については検討していない。今後の研究課題であるが、パネル・データを収集し、確率的アクター指向モデル（Stochastic 
Actor-Oriented Model：SAOM）を用いて分析を行うことにより、一般的信頼と二者間信頼の共進化（coevolution）を明らかにすること
ができると考えている。SAOMについては、Snijders et al. (2010)を参照。また、SAOMを用いた分析の例としては、中嶋（2019）を参照。
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さを表わす目安になり、さらに信頼が集中する
ことが予測される。よって、
仮説2：協働型ネットワークに参加している組
織には、多くの二者間信頼を形成しているゆえ
に、さらに多くの二者間信頼を形成する組織が
存在する。
　多くの組織と二者間信頼を形成しているとい
う目安よりも、二者間信頼の形成に影響を与え
るであろう関係的メカニズムが、信頼できる第
三者の存在である。Granovetter（1985＝ 1998: 
251）は、「誰かが信頼できると知らされている
という言明よりも良い情報は、信頼できる情報
提供者から得られたもので、その情報提供者が
その個人と実際に取り引きしたことがあり、そ
の個人が信頼できる人であることが分かったと
いう情報である」と論じている。つまり、組織
iと組織 jの間に信頼が存在し、かつ、組織 j
と組織 kの間に信頼が存在している場合に、組
織 iと組織 kとの間にも信頼が形成されるとい
う推移性（transivity）が、協働型ネットワーク
に参加している組織間の二者間信頼に影響を与
えることが予測される。よって、
仮説3：協働型ネットワークに参加している2
組織が共通して信頼する第三者が存在する場合
に、その組織間に二者間信頼が形成される。
　推移性の効果に続けて、Granovetter（1985
＝ 1998: 251）は、行為者間の直接の相互作用
の関係的メカニズムとしての効果を次のように
述べている。「さらにもっと良いのは、自分自
身がその人と過去に行った取引からの情報であ
る。これは、四つの理由から良い情報である。
（1）それが安価である、（2）人は自分自身の情
報を最も信用する―それは、情報量が豊富であ
り、より詳細で、正確であることが分かってい
るから―、（3）自分と継続する関係にある諸個
人には、将来の取引を妨げないように、信頼で
きるように振舞う経済的な動機がある、そして（4）
完全に経済的な動機から離れて、継続する経済
関係が、多くの場合、信頼の強い期待と、機会

メカニズム（proximity mechanism）の 3つを挙
げている 7。
　選択的メカニズムでは、行為者の属性の適合
性あるいは補完性が、行為者間の紐帯の形成・
維持・解消に影響を与えるとされる（Rivera et 
al. 2010）。選択的メカニズムの代表が同類性
（homophily）の効果である。類似している行為
者間では、コミュニケーションが容易になり、
行動の予見性が高まり、その結果として、信
頼形成が促進される（Brass et al. 2004）。共通
目的の達成が協働型ネットワークの最も重要
な特徴の 1つであることから（Kilduff and Tsai 
2003；Provan et al. 2007）、本稿では、協働型
ネットワークの目的に関して参加組織が類似し
ている程度として同類性を捉える。Leach and 
Sabatier（2005）は、政策に関する考え方・関
心が類似している組織間の信頼が高くなる一方
で、相違している組織間の信頼が低くなること
を指摘している。以上の議論から仮説 1が導き
だされる。
仮説1：協働型ネットワークの目的に関して類
似している参加組織間において、二者間信頼が
形成される。
　関係的メカニズムでは、行為者間の直接的あ
るいは間接的な繋がりのあり方が、行為者間の
紐帯の形成・維持・解消に影響を与えるとされ
る（Rivera et al. 2010）。協働型ネットワークに
参加している組織間の二者間信頼に影響を与え
ることが予測される関係的メカニズムの 1つ
が、「持っている人はさらに与えられて豊かに
なる。持っていない人は持っているものまでも
取り上げられる」という聖書の 1節に由来する
マタイ効果（Matthew effect）（Merton 1968）で
ある。マタイ効果は、多くの紐帯を形成してい
ること自体が理由になり、多くの紐帯を形成し
ている行為者にさらに紐帯が集中するという効
果である。協働型ネットワークにおいて多くの
組織と二者間信頼を形成している組織には、多
くの組織から信頼されていることが信頼性の高

7  これらの紐帯形成メカニズムは、Zucker（1986）が提示した信頼の発達様式である性質に基づく信頼（characteristic-based trust）、プロ
セスに基づく信頼（process-based trust）に対応している。つまり、行為者の属性が紐帯形成に影響を与えるとする選択的メカニズム
は、性質に基づく信頼に対応しており、そして、繋がりのあり方が行為者間の紐帯形成に影響を与えるとする関係的メカニズム、およ
び、共同活動への参加が紐帯形成に影響を与えるとする近接性メカニズムは、プロセスに基づく信頼に対応している。よって、協働型
ネットワークに参加している組織間の二者間信頼に影響を与える要因についての仮説を導出するうえで、有用だと考えられる。また、
Zucker（1986）は、上記の 2つの信頼の発達様式に加えて制度に基づく信頼（institutional-based trust）を挙げているが、制度に基づく信
頼は、個別の個人や集団を越えて不特定多数の行為者の信頼に影響を与える法制度や認証制度等に基づく信頼であるため、協働型ネッ
トワークという特定の集団内の二者間信頼に影響を与える要因ついての仮説を導出するには、一般的すぎて不適当である。
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3．研究方法

3. 1　事例およびデータ収集 9

　米国の大都市近郊の人口 40万人程度の郡
（county）において、システム・オブ・ケア（system 

of care）10とよばれる精神衛生サービスを提供し
ている協働型ネットワークの事例を用いて 11、
上記の仮説の検証を行う。本事例は他の研究目
的のために選択されたものではあるが、次の理
由から、協働型ネットワークに参加している組
織間の二者間信頼の検討に適していると考えら
れる。1つめは、児童青年に対する包括的な精
神衛生サービス供給という共通目的の達成のた
めに参加組織が協力・調整を行う点で、典型的
な協働型ネットワークだという点である。2つ
めは、参加組織間で目的・戦略・認知枠組み等
が異なるので、共通目的の達成のために協力・
調整を行うには、組織間信頼が必要だという点
である。
　事例の協働型ネットワークには主に 24組織 12

が参加しており、これらの 24組織を対象に、
2013年 8月から 10月にかけてインターネット
を通じて調査票を用いたデータ収集を行った。
24組織の 27名に対して調査票を送付し、回収
率は 88.89パーセントであった 13。組織レベル
でみると 24組織のうち 21組織から回答が得ら
れた（回収率は 87.50パーセント）。21組織の
内訳は、行政組織（9）、非営利組織（5）、学校
（3）、地域組織（2）、ネットワーク管理組織（1）、
郡議会議員（1）である。勤務時間の半分以上
をシステム・オブ・ケアに使っている職員数は、
平均すると 4名（4.16）。大部分の組織（76.19％）
の予算が 500,000ドル以上であり、大部分の組
織（71.43％）がシステム・オブ・ケアに 48ヶ
月以上参加している。

主義を慎むことをもたらす社会的な内容の上に
置かれるようになるからである」。つまり、直接
の相互作用を通じて、相手の目的・意図・行動
等についての豊富で、詳細で、正確な情報の入
手が可能になり、さらに、期待・規範・義務等
の共有が生じることにより信頼形成が促進され
ると考えられる。組織間の直接の相互作用を通
じて二者間信頼が形成されることは、多くの研究
において報告されていており（e.g., Das and Teng 
1998；Gulati 1995；Larson 1992）、直接の相互作
用を通じての二者間信頼の形成は、関係的信頼
（relational trust）（Rousseau et al. 1998）とよばれ
ている。以上の議論から仮説 4が導きだされる。
仮説4：協働型ネットワークに参加している2
組織が直接の相互作用を行っている場合に、そ
の組織間に二者間信頼が形成される。
　近接性メカニズムでは、行為者の物理的な距離
の近さに加え、共同活動が行われる焦点（foci）8

が、行為者間の紐帯の形成・維持・解消に影
響を与えるとされる（Rivera et al. 2010）。焦点
を共有する行為者間では、互いにとって有意義
な共同活動を通じて互いに対する肯定的感情が
生じる（Feld 1981）。協働型ネットワークでは
相互調整および合意形成を通じて意思決定が行
われるので、参加組織間で意思決定を行う会議
が互いにとって有意義な共同活動が行われる焦
点になり、意思決定を行う会議への参加を通じ
て互い対する肯定的な感情が生じると考えられ
る。Raeymaeckers and Kenis（2016）は会議への
定期的な参加を通じて組織間の関係性が強化さ
れることを明らかにしている。よって、
仮説5：協働型ネットワークの意思決定が行わ
れる会議に頻繁に参加している組織間におい
て、二者間信頼が形成される。

8  焦点とは、「共同活動が組織化される社会的、心理的、法的、あるい物理的な場」（Feld 1981：1016）である。
9   中嶋（2015a）、中嶋（2015b）、中嶋（forthcoming）と同一の事例およびデータを使用している。

10  システム・オブ・ケアは、「精神的障害をもつ児童青年とその家族の多様で変化するニーズに応えるために、ネットワークとして組織
された包括的な精神保健とその他の必要なサービス」（Stroul and Friedman 1986：3）である。

11  事例として用いる協働型ネットワークには郡議会議員という個人が含まれる。ニューヨーク州立大学アルバニー校研究倫理審査委員会
（Institutional Review Board）の要請に従い、個人の匿名性を確保するために本稿では郡名を伏せている。

12  正確には 23組織と 1人の郡議会議員であるが、他の公的ネットワークの研究（e.g., Rethemeyer 2007）と同様に、議員を組織と同等に扱っ
ている。

13  24組織のうち、協働型ネットワークの管理・調整の役割を担っているネットワーク管理組織については 4名に調査表を送付した。
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　ERGMでは、行為者の属性、二者間関係の
属性、ネットワーク構造が、ノード間の紐帯の
有無に与える効果が次のように推定される。観
察されたネットワークを再現するために、モデ
ルに組み込まれた変数に基づいて大量のネット
ワークのシュミレーションが行われる（本稿で
は 100,000回）。モデルに組み込まれた変数に
基づいて、観察されたネットワークが再現され
た場合に、そのモデルは収斂した（converge）
とみなされ、モデルに組み込まれた変数が、偶
然に生じるよりも頻繁に、観察されたネット
ワークにおいて生じるかを判断するための推
定値と標準誤差が算出される（Harris 2014；
Lusher et al. 2013）。変数の推定値がプラス方向
に統計的に有意な場合、例えば、直接の相互作
用という二者間関係の属性の場合では、直接の
相互作用を行っている組織間で二者間信頼が形
成される傾向があることを意味し、その一方で、
変数の推定値がマイナス方向に統計的に有意な
場合、直接の相互作用を行っている組織間で二
者間信頼が形成されない傾向があることを意味
する。本研究では、ERGMによる分析を行う
ために、Rの statnetパッケージ（Handcok et al. 
2003）を使用した。

3. 3　使用する変数

3. 3. 1　�説明の対象となる変数

　「二者間信頼」：本稿において説明の対象とな
る変数は、協働型ネットワークに参加してい
る 21組織間の二者間信頼である。ロースター
方式 16を用いて、21組織間の二者間信頼とい
うネットワーク・データを収集した。組織間
の関係性の質は信頼の程度を表わすことから
（Provan et al. 2009）、「システム・オブ・ケアの
活動についての各メンバーとの関係の質を評価
して下さい」という質問項目を用いて、各参加
組織に対し、他の組織それぞれとの関係性の質

3. 2　分析方法

　本稿では、協働型ネットワークに参加してい
る組織というノード間における二者間信頼と
いう紐帯の有無に影響を与える要因を明らか
にするために、指数ランダムグラフ・モデル
（Exponential Random Graph Modeling：ERGM）
を用いる。ERGMは、ノード間に紐帯が存在
する確率を推定するネットワーク・データのた
めの統計分析手法であり（Harris 2014；Lusher 
et al. 2013）、本稿の場合では、協働型ネット
ワークに参加している組織間に二者間信頼が存
在する確率が推定されることになる。後述する
ように、ネットワーク構造自体が紐帯の有無に
与える効果を捉えることができるのが、ERGM
の特徴である（Cranmer et al. 2016；Robins et al. 
2012；Snijders 2011）。本稿では、仮説 2のマタ
イ効果および仮説 3の推移性の効果というネッ
トワーク構造の効果を検証する必要があるた
め、ERGMを用いる。
　ERGMでは、ノード間に紐帯が存在する確
率を推定するために、行為者の属性、二者間関
係の属性、ネットワーク構造という 3つのタイ
プの変数を使用することができる。行為者の属
性では、主効果（main effect）と類似性の効果
（similarity effect）を用いることができ 14、組織
サイズを例にとると、組織 iと組織 jの組織サ
イズの和が大きいほど二者間信頼が形成される
（主効果）、組織サイズが同程度の組織間で二者
間信頼が形成される（類似性の効果）というよ
うに 15、行為者の属性が紐帯の有無に与える効
果を捉えることができる。二者間関係の属性は、
例えば、組織 iと組織 jが直接の相互作用を行っ
ている場合に、二者間信頼が形成されるという
ように、二者間の関係性が紐帯の有無に与える
効果を捉えるために使用される。ネットワーク
構造は、マタイ効果や推移性の効果のように
ネットワーク構造自体が紐帯の有無に与える効
果を捉えるために使用される。

14  本文中で後述するように、本稿では行為者 iと行為者 jとの間の紐帯を方向性がないものとして捉えているので、属性の主効果と類似
性の効果が用いられるが、紐帯を方向性があるものとして捉える場合は、属性の主効果は、送り手の効果（sender effect）と受け手の効
果（receiver effect）に分けられる。

15  名義尺度の場合には、主効果により、例えば、行政組織という属性をもつノードが、二者間信頼を形成する程度を捉えることができる。
また、名義尺度の場合には、類似性の効果の代わりに同一の効果（same effect）が用いられ、例えば、同じタイプの組織間で二者間信
頼が形成される程度を捉えることができる。

16  ロースター方式とは、例えば「誰とコミュニケーションを行いますか」という質問と名前のリストが提供され、回答者が、コミュニケー
ションを行う人の名前を選択するという方式である。
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weighted dyadwise shared partner：GWDSP）」、「辺
単位他者共有（geometrically weighted edgewise 
shared partner：GWESP）」）の合計 10の変数を
使用する。行為者の属性および二者間関係の属
性の記述統計は表 1にまとめられている。

3. 3. 2. 1　行為者の属性の変数

　「目的」:この変数は仮説 1の検証に用いられ
る。各参加組織に対し、協働型ネットワークの
目的が組織のミッションにとって重要である程
度を、7つの調査項目 18を用いて 1（全く重要
でない）から 7（とても重要である）の 7段階
で尋ね、7項目の平均値を算出した（クロンバッ
クのα係数は 0.949）。「目的」変数の類似性の
効果を使用することにより、「協働型ネットワー
クの目的に関して類似している参加組織間にお
いて、二者間信頼が形成される」という仮説 1
を検証することができる。また、類似性の効果
を正確に捉えるためには、主効果をコントロー
ルする必要があるので（Lusher et al. 2013）、「目
的」変数の主効果も同時に使用する。「目的」
変数の主効果は、組織 iと組織 jのミッション
が協働型ネットワークの目的に一致している程

を 1（全く関係性がない）から 6（とても良い）
の6段階で尋ねた 17。この回答は次のようにネッ
トワーク・データ、つまり 21行 21列の対称行
列に変換された。組織 iの組織 jに対する回答
が「5」以上、同時に、組織 jの組織 iに対する
回答が「5」以上の値をとる場合に、「二者間信頼」
変数の要素（i, j）は「1」の値をとり、それ以
外の場合は「0」の値をとる。つまり、互いに
相手を信頼できると回答している場合に、二者
間信頼が存在するとみなしている。「二者間信
頼」変数の記述統計については次節で説明する。

3. 3. 2　�説明に用いる変数

　前述のように、ERGMでは、行為者の属性、
二者間関係の属性、ネットワーク構造という 3
つのタイプの変数をモデルに組み込むことがで
きる。本研究では、行為者の属性として 5変数
（「目的」、「会議参加」、「参加期間」、「組織タイ
プ」、「組織サイズ」）、二者間関係の属性とし
て 1変数（「直接の相互作用」）、ネットワーク
構造として 4変数（「辺の数（edges）」、「次数
分布（geometrically weighted degree distribution：
GWD）」、「二者単位他者共有（geometrically 

17  この質問項目は、Provan et al.（2005）を参考にし、本稿の目的に合うように修正した。
18  この 7項目は、協働型ネットワークが目標としているアウトカムを用いている。

表 1　行為者の属性および二者間関係の属性の記述統計

平均 /割合 標準偏差 最小値 最大値
行為者の属性
　　目的 5.964 1.359 1.000 7.000
　　会議参加 1.714 1.271 1.000 5.000
　　参加期間 4.333 1.238 1.000 5.000
　　組織タイプ（地域組織） 9.534% ― ― ―
　　組織タイプ（行政組織） 42.857% ― ― ―
　　組織タイプ（非営利組織） 23.810% ― ― ―
　　組織タイプ（教育機関） 14.286% ― ― ―
　　組織タイプ（ネットワーク管理組織） 4.762% ― ― ―
　　組織タイプ（郡議会議員） 4.762% ― ― ―
　　組織サイズ 4.158 4.400 1.000 12.000

二者間関係の属性
　　直接の相互作用 0.048 0.213 0.000 1.000
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が同程度の組織間で二者間信頼が形成されると
いう効果がコントロールされる。

3. 3. 2. 2　二者間関係の属性の変数

　「直接の相互作用」：この変数は仮説 4の検証
に用いられる。各参加組織に対し、他の組織そ
れぞれについて、協働型ネットワークの運営に
関してコミュニケーションを行う頻度を尋ね
た。組織 iと組織 jの両者がそれぞれと 1ヶ月
に 2－ 3回以上の頻度でコミュニケーションを
行うと回答した場合に、相手の目的・意図・行
動等についての豊富で、詳細で、正確な情報の
入手が可能になり、さらに、期待・規範・義務
等の共有が生じる頻繁なコミュニケーションが
行われているとみなし、21行 21列の対称行列
である「直接の相互作用」変数の要素（i, j）は「1」
の値をとり、それ以外の場合は「0」の値をとる。

3. 3. 2. 3　ネットワーク構造の変数

　「辺の数」：回帰分析の切片にあたる変数であ
り、ERGMに通常使用される変数である（Harris 
2014）。この変数の効果を図示したのが、図 1
の辺の数の図である。
　「GDW」：この変数は、マタイ効果を捉える
ための変数であり、「協働型ネットワークに参
加している組織には、多くの二者間信頼を形成
しているゆえに、さらに多くの二者間信頼を形
成する組織が存在する」という仮説 2を検証す
るために使用される。図 1の GDWの図は、多
くの紐帯をもつノードにさらに紐帯が集中する
という効果を図示している。GDWは下の式に
より算出される。yは「二者間信頼」変数、α 
は減衰パラメーター 19、iは次数 20、Di (y) は「二
者間信頼」変数において次数が iであるノード
の数である。
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1

a = - -a a-

=
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　「GWESP」：この変数は、推移性の効果を捉
えるための変数であり、「協働型ネットワーク

度が高いほど二者間信頼が形成されるという効
果を捉えることになる。
　「会議参加」：この変数は仮説 5の検証に用い
られる。各参加組織に対し、サービスの実施（例
えば、サービス受給者の範囲の決定、目標の決
定、目標達成のための戦略の決定、資源の配分）
についての意思決定を行う「パートナー全体会
議」への参加の程度を 1（全く参加しない）か
ら 7（ほぼ常に参加する）の 7段階で尋ねた。「会
議参加」変数の主効果を用いることにより、組
織 iと組織 jの「会議参加」変数の和が大きい
ほど、つまり、組織 iと組織 jが会議に頻繁に
参加しているほど二者間信頼が形成されるとい
う効果を捉えることができる。
　「参加期間」：この変数は制御変数として用い
られる。各参加組織は、1（0－12ヶ月）、2（13
－24ヶ月）、3（25－36ヶ月）、4（37－48ヶ月）、
5（49ヶ月以上）から協働型ネットワークへの
参加期間を選択した。「参加期間」変数の主効
果を用いることにより、組織 iと組織 jが協働
型ネットワークに長い期間参加しているほど二
者間信頼が形成されるという効果がコントロー
ルされる。
　「組織タイプ」：各参加組織は、地域組織、営
利組織、行政組織、非営利組織、教育機関、そ
の他から組織タイプを選択した。行為者の属性
である「組織タイプ」変数の主効果を用いるこ
とにより、行政組織や非営利組織といった組織
タイプが二者間信頼の形成に与える影響がコン
トロールされ、また、「組織タイプ」変数の同
一の効果を用いることにより、同一のタイプの
組織間で二者間信頼が形成されるという効果が
コントロールされる。
　「組織サイズ」：この変数は制御変数として用
いられる。各参加組織に対し、協働型ネットワー
クに関連する仕事に就業時間の 50％以上の時
間を使っている職員数を尋ねた。行為者の属性
である「組織サイズ」変数の主効果を用いるこ
とにより、組織 iと組織 jの組織サイズの和が
大きいほど二者間信頼が形成されるという効果
がコントロールされ、また、「組織サイズ」の
類似性の効果を用いることにより、組織サイズ

19   減衰パラメーターは、紐帯数に応じて、紐帯数の増加がさらなる紐帯数の増加をもたらす効果を調整する。本稿では、減衰パラメーター
を 0.5に設定している。

20  次数は各ノードの紐帯数である。
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4．分析結果

4. 1　ソシオグラムおよび記述統計による分析

　ERGMによる分析結果の前に、協働型ネッ
トワークに参加している組織間の二者間信頼、
つまり「二者間信頼」変数を、ソシオグラム
（sociogram）（図 2）と記述統計（表 2）を用い
て検討しておきたい 21。図 2におけるノードは
参加組織、ノードの形は組織タイプ（例えば、
行政組織、非営利組織）、ノードのサイズは会
議参加の程度を表わしている。ノード間の細い
紐帯は、組織間に二者間信頼が存在しているこ
とを意味しており、ノード間の太い紐帯は、組
織間に二者間信頼が存在していると同時に、そ
の組織間で直接の相互作用が行われていること
を意味している。
　図 2においてノード間の紐帯が比較的に密に
存在していることは、協働型ネットワークに参
加している組織間に比較的に多くの二者間信頼
が存在していることを意味している。表 2の「密
度」22が 0.438であることも紐帯が比較的に密
に存在していることを裏付けており、平均次数

に参加している 2組織が共通して信頼する第三
者が存在する場合に、その組織間に二者間信頼
が形成される」という仮説 3を検証するために
使用される。この変数の効果を図示したのが、
図 1の GWESPの図である。GWESPは以下の
式により算出される。iは共有されている第三
者の数、ESPi (y) は「二者間信頼」変数におい
て iの数の第三者を共有する繋がった二者の数
である。

;v y e e ESP y1 1 i
i

i

n

1

2

a = - -a a-

=

-

^ ^ ^h h h" ,/ 　

「GWDSP」：この変数の効果を図示したの
が、図 1の GWDSPの図である。GWDSPは、
GWESPの解釈を明確にするために使用される
（Lusher et al. 2013）。つまり、組織 iと組織 jの
間に信頼が存在し、かつ、組織 jと組織 kの間
に信頼が存在することを意味する GWDSPをコ
ントロールしたうえで、GWESPがプラス方向
に統計的に有意な場合に、組織 iと組織 j間お
よび組織 jと組織 k間の信頼が存在するゆえに
組織 iと組織 kの間にも信頼が形成されるとい
う推移性が、二者間信頼の形成に影響している
ことになる。GWDSPは以下の式により算出さ
れる。iは共有されている第三者の数、DSPi (y)
は「二者間信頼」変数において iの数の第三者
を共有する二者の数である。

;v y e e DSP y1 1 i
i

i

n

1

2

a = - -a a-

=

-

^ ^ ^h h h" ,/

図 1　ネットワーク構造の効果
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21   ソシオグラムは、NetDraw（Borgatti 2002）を用いて作成した。また、記述統計は、UCINET（Borgatti et al. 2002）を用いて算出した。
22  存在可能な紐帯数に対する実際に存在している紐帯数の割合であり、0から 1までの値をとる。

表 2　「二者間信頼」変数の記述統計

二者間信頼
密度 0.438  

平均次数 8.762

集中化 0.400

推移性 0.558
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ている組織間の二者間信頼に影響を与える要因
についての仮説を検証するために、ERGMに
よる分析結果をみていきたい 25（表 3）。
　選択的メカニズムに基づく仮説 1について
は、「目的」変数の類似性の効果が統計的に有
意でなく支持されない。ただし、「目的」変数
の主効果が、プラス方向に 1％水準で統計的に
有意であることは、組織のミッションが協働型
ネットワークの目的に一致している程度が高
い、つまり、協働型ネットワークの目的に賛同
している組織間で二者間信頼が形成される傾向
があることを意味している。
　関係的メカニズムに基づく仮説については、
ネットワーク構造自体の効果に関する GWDお
よび GWESPはいずれも統計的に有意でなく、
仮説 2および仮説 3は支持されない。仮説 2の
マタイ効果については、特定のノードに紐帯が
集中していないというソシオグラムおよび記述
統計による分析結果と同様であるが、仮説 3の
推移性の効果については、組織 iと組織 jの間

が 8.762なので、参加組織は平均すると約 9組
織と二者間信頼を形成していることになる。さ
らに、図 2から参加組織間で多少の紐帯数の多
寡はあるものの、特定の組織に二者間信頼が集
中していないことが窺える。表 2の「集中化」23

が 0.400であることも、特定の組織に紐帯が集
中していないことを示している。表 2の「推移
性」 24が 0.558であることは、組織 iと組織 j
の間に信頼が存在し、かつ、組織 jと組織 kの
間に信頼が存在している場合に、組織 iと組織
kとの間にも信頼が存在している割合は 5割を
超えることを示している。また、図 2における
太い紐帯数は 8であり、直接の相互作用の紐帯
数は 10であるので、直接の相互作用の紐帯の
80.00％（8/10）が二者間信頼の紐帯と重なり
合っていることになる。

4. 2　ERGM による分析

　それでは次に、協働型ネットワークに参加し

23   特定のノードに紐帯が集中している程度を表わし、0から 1までの値をとる。値が「0」の場合は全てのノードの次数が同じであり、「1」
の場合は特定のノードを除く全てのノードがその特定のノードとのみ繋がっていることになる。

24  組織 iと組織 jの間に信頼が存在し、かつ、組織 jと組織 kの間に信頼が存在している場合に、組織 iと組織 kとの間に紐帯が存在する
割合であり、0から 1までの値をとる。

25  紙幅の制限により割愛しているが、当てはまりの診断図（goodness of fit diagnostics plot）により、モデルの収斂が確認されている。つまり、
ERGMによる分析結果は、信頼性が高いと評価することができる。

図 2　協働型ネットワークに参加している組織間の二者間信頼
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で二者間信頼が形成される傾向があることにな
る。
　近接性メカニズムに基づく仮説 5について
は、「会議参加」変数がマイナス方向に 1％水
準で統計的に有意であり、予測とは反対に、協
働型ネットワークの意思決定を行う会議への参
加の程度が高い組織間では二者間信頼が形成さ
れない傾向があることになる。
　その他の変数についてみておくと、「参加期
間」変数が、プラス方向に 1％水準で統計的に
有意であることは、協働型ネットワークに長い
期間参加している組織間で二者間信頼が形成さ
れることを意味している。また、「辺の数」変
数がマイナス方向に 1％水準で統計的に有意で
あるが、この結果は、二者間信頼がランダムに
形成されることは稀であることを示唆してい
る。「組織タイプ」変数の主効果と同一の効果、
「組織サイズ」変数の主効果と類似性の効果、

GWDSPは、いずれも二者間信頼に影響を与え
ていない。「組織タイプ」変数の同一の効果、「組
織サイズ」変数の類似性の効果が有意でないこ
とは、少なくとも異なるタイプの参加組織間あ
るいは異なるサイズの参加組織間で、二者間信
頼の形成が阻害されることはないことを示唆し
ている。
 

5．考察と結論

　本稿は、協働型ネットワークに参加している
すべての組織の間における二者間信頼を対象に
し、その信頼関係に影響を与える要因の検討を
行うために、ネットワーク理論の選択的メカニ
ズム、関係的メカニズム、近接性メカニズムに
基づき導出した仮説の検証を行ってきた。その
結果、協働型ネットワークに参加している組織
間の二者間信頼の形成を促進する 3つの要因が
明らかになった。
　1つめは、参加組織間の直接の相互作用であ
る。多くの研究において報告されているように、
直接の相互作用を通じて、相手の目的・意図・
行動等についての豊富で、詳細で、正確な情報
の入手が可能になり、さらに、期待・規範・義
務等の共有が生じることにより、二者間信頼の
形成が促進されると考えられる。2つめは、協
働型ネットワークの目的への賛同である。協働

表 3　�協働型ネットワークに参加している組織間の
二者間信頼に影響を与える要因

二者間信頼

辺の数 -11.5531**
(3.1857)

GWD
.5247

(3.5649)

GWDSP
-.0430
(2237)

GWESP
.2243

(.6073)

目的（主効果） .5673**
(.2029)

目的（類似性の効果） .1497
(.2113)

直接の相互作用 2.2836*
(.9557)

会議参加（主効果） -.3417**
(.1250)

参加期間（主効果） .5900**
(.1818)

組織タイプ（行政組織） .2189
(.4590)

組織タイプ（非営利組織） .7437
(.6208)

組織タイプ（教育機関） -.3711
(.6058)

組織タイプ
（ネットワーク管理組織）

-.3695 
(.7805)

組織タイプ（その他） 1.1491
(.9712)

組織タイプ（同一の効果） .0465
(.4847)

組織サイズ（主効果） -.0709
(.0618)

組織サイズ（類似性の効果） -.0336
(.0558)

注：* = p < .05、** = p< .01；括弧内の数字は標準誤差

に信頼が存在し、かつ、組織 jと組織 kの間に
信頼が存在している場合に、5割以上の場合に
組織 iと組織 kとの間にも信頼が存在している
という記述統計による分析結果は、他の変数の
効果によるものだったということになる。仮説
4は、「直接の相互作用」変数がプラス方向に 5％
水準で統計的に有意であり支持さている。よっ
て、直接の相互作用を行っている参加組織間
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織サイズといった参加組織間の相違が、二者間
信頼の形成を必ずしも阻害しないことを示して
いる。異なるタイプの組織間では、役割・責
任の認識が異なり対立が生じることが指摘さ
れており（Koliba et al. 2011）、また、異なるサ
イズの組織間では、組織能力や行動様式が異な
り対立が生じることが指摘されているが（Saz-
Carranza and Ospina 2011）、それらの相違を乗
り越えて二者間信頼を形成することは不可能で
はないのである。これは、協働型ネットワーク
が、多様な参加組織の資源・情報・技術等を共
有・動員することにより、厄介な問題（wicked 
problem）への対応で優位性を発揮することを
踏まえると、強調されるべき点であろう。
　以上の議論をまとめると、協働型ネットワー
クに参加している組織間の信頼形成は難しく時
間がかかるが、組織間の相違を乗り越えて信頼
を形成することは不可能ではないといえるであ
ろう。
　ここまで、協働型ネットワークに参加してい
る組織間の二者間信頼に影響を与える要因につ
いて論じてきたが、本稿はいくつかの課題を残
しており、最後にそれらの課題について述べて
おきたい。1つめは、本稿は、米国の医療・福
祉分野の協働型ネットワークの事例研究であ
り、本稿で得られた結果を一般化することはで
きない。ただし、本稿の事例の協働型ネットワー
クは、ネットワーク管理・維持のためのネッ
トワーク管理組織が設置されている、いわゆ
る NAO（Network Administrative Organization）
型のネットワークであり（cf. Provan and Kenis 
2008）、本稿の結果は、他の NAO型の協働型
ネットワークにも当てはまる可能性がある。た
だし当然ながら、本稿と同様の結果が得られる
かについてはデータを収集して検討する必要が
ある。また、日米では信頼のあり方および形成
に影響を与える要因が異なることが指摘されて
いるので（Sako and Helper 1998；山岸 1998）、
日本の協働型ネットワークでも、本稿と同様の
結果が得られるかについてもデータを収集して
検討する必要がある。2つめは、本稿では、変
数間の関係をネットワーク理論に基づいて予測
しており、変数間の因果関係をデータに基づい
て確定することはできていない。協働型ネッ
トワークにおける信頼形成は循環的なプロセ
スであることが指摘されており（Huxham and 

型ネットワークの目的に賛同しているほど、自
己利益のみを追求することなく、協働型ネット
ワークの目的達成にコミットし、活動に資源・
情報・技術等の提供を行うことが期待できるの
で、組織のミッションが協働型ネットワークの
目的に一致している程度が高い組織間で、二者
間信頼の形成が促進されると考えられる。3つ
めは、協働型ネットワークへの参加期間であ
る。協働型ネットワークに継続的に長い期間参
加し、様々な場面で共同活動を行うことによ
り、互いに対する肯定的感情が生じ、二者間信
頼の形成が促進されると考えられる。その一方
で、協働型ネットワークの意思決定を行う会議
への参加が二者間信頼の形成を阻害するという
結果については、意思決定の場では自らの利益・
主張が反映されるように交渉や説得が行われの
で、組織間に競争が生じ、その結果、意思決定
の場では互いに対する肯定的感情以上に否定的
感情が生じるという理由が考えられる。
　協働型ネットワークに参加している組織間の
二者間信頼の形成に、直接の相互作用、協働型
ネットワークの目的への賛同、参加期間の 3つ
の要因が影響を与えるという結果から、協働型
ネットワークに参加している組織間の二者間信
頼の形成は難しく時間がかかるといえるであろ
う。直接の相互作用を通じての相手の目的・意
図・行動等についての豊富で、詳細で、正確な
情報の入手、および、期待・規範・義務等の共
有は、一朝一夕にできるものではなく、人・時間・
労力等の資源を投入して関係を維持・発展させ
ることが必要になる。協働型ネットワークの目
的に対して参加組織の賛同を得ることもまた容
易ではない。協働型ネットワークに参加してい
る組織は、複雑な問題の解決に必要な補完的な
資源をもっているから参加しており、組織の目
的が異なっているからこそ補完的な資源をもっ
ているのである（Huxham and Vangen 2005）。
よって、目的の異なる組織から、協働型ネット
ワークの目的への賛同を得るためには、人・時
間・労力等をかけて目的のすり合わせを行う必
要がある。さらに、協働型ネットワークに長い
期間参加している組織間で二者間信頼が形成さ
れるという結果は、まさに、二者間信頼の形成
が一朝一夕にできるものではなく時間を要する
ものであることを示している。
　その一方で、本稿の結果は、組織タイプや組
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